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　日本の地方自治体も外国スタートアップやアクセラレーターの誘
致に力を入れ始めている。他地域に先駆けて海外から広くイノベー
ションの活力を取り入れ、地域の持続的成長やグローバル化など
を目指す地方自治体の動きを紹介する。

　「グローバル創業都市・福岡」ビジョンを掲げる福岡県福岡市は、
日本人起業家のみならず、海外のスタートアップの誘致・ビジネス支
援にも力を入れる。国家戦略特区制度の下、2015 年に国内初の取
り組みとして開始したスタートアップビザは、在留資格「経営・管理」
の取得のための要件を緩和し、外国人の日本での創業を後押しする。
スタートアップビザの申請件数は、2018 年 9月末時点で 59 件を数え、
東京など他の特区における申請件数を上回る。
　福岡市は 2017 年 4 月、官民共働 型スタートアップ 支 援 施 設

「Fukuoka Growth Next」を開業し、ビジネス支援に係るサービスの
ワンストップ化を図っている。同年 5 月には同施設内に、福岡市内
のスタートアップの海外展開と外国スタートアップの福岡市内での活
動支援に特化した「フクオカグローバルスタートアップセンター」を
設置。弁護士や税理士、コンサルタントなどの専門家による会社設
立手続きに関する無料相談を提供している。また、外国スタートアッ
プの日本での資金調達を支援するため、日本のクラウドファンディン
グ大手と連携するなど、官民の連携も強みとなっている。同センター
が 2017 年度に受け付けた相談は合計で 1,100 件を超え、2018 年度
は月平均 180 件となっており、そのほとんどが外国人起業家および
外国企業からの相談であったという。
　こうした支援を受け、実際に福岡市に進出した外国スタートアップ
に、ゴルフ場とゴルファー向けのプレー支援サービス（アプリ）を開
発・販売する台湾の Green Jacket Sports（日本法人名ゴルフェイス）
がある。同社のスマートカートナビシステムはゴルファー向けにコー
スガイドなどのサービスを提供するとともに、システムに蓄積され
たプレーヤーの位置情報などのビッグデータを分析し、ゴルフ場に
フィードバックすることで、ゴルフ場管理の効率化に貢献する。また、
西日本鉄道グループと提携して、台湾のゴルファーを日本に誘致する
ゴルフツアーにも力を入れている。外国スタートアップの福岡進出が、
地元への新たなサービスの導入や観光インバウンドの活性化をもた
らした好事例といえよう。
　海外都市との連携も福岡市のスタートアップ支援施策を支えてい
る。同市は米国、台湾、エストニアなど世界の 10 カ国地域・14 拠
点（2018 年 9 月現在）と連携し、スタートアップの双方向の進出支

4. 地域のイノベーション創出と外資

（1） 福岡市：特区と海外連携で目指す「創業都市」

フクオカグローバルスタートアップセンターが設置されている
スタートアップカフェ内部

　「オープンイノベーションシティ」を目指す大阪市の中核拠点が、
「大阪イノベーションハブ（OIH）」である。2013 年、うめきた地域

の再開発を機に「イノベーション創出支援拠点」として整備され、
「大阪・関西におけるイノベーションエコシステムの構築」をミッ

ションに掲げる。OIH は、起業家であるプレーヤー会員 690 名とそ
うした起業家を支援するパートナー会員 280 組織（投資家・国内外
の大学・公的機関・メディア等）により構成されている。施設は年
に 200 件を超えるイベントを開催。その 7 割は会員の持ち込み企画
であるという。モーニングミートアップなどのピッチイベントは、国内
外のスタートアップにとって、新たな事業の創出やスケールアップにつ
ながる機会となっている。
　大阪市が年に一度開催する国際イノベーション会議「Hack Osaka」
では、スタートアップによるピッチコンテストが実施され、6 回目の
開催となった 2018 年は「 デジタルヘルス」、「トラベルテック」、「スマー
トシティ」の分野で起業家がアイデアとビジネスモデルを競い合った。
また、国内外の起業家による講演や製品・サービスの展示・商談会、
起業家支援に携わる専門家によるパネルディスカッションなど、産

（2）大阪市：国際会議が示すイノベーションと
 社会課題解決の最前線

援で協力を進めている。2016 年には、海外展開を意識した創業や
海外ビジネスを実現させるために必要なスキルや知識を学ぶため
の、起業家向け海外研修プログラムを開始した。同プログラムは
2016 年から毎年実施されており、シリコンバレーでの企業訪問や現
地スタートアップイベントへの参加を通じて市内スタートアップの海外
展開を後押しする。また、2018 年 9 月には Fukuoka Growth Next で、
海外から招いた外国スタートアップを含む 100 社を対象に国際ビジ
ネスマッチングイベントを開催するなど、市の海外ネットワークはス
タートアップ支援をめぐるエコシステムの構築に大きく貢献している。
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アクセラレーターである 500 Startups と神戸市長との面談を契機
に、パートナー協定を締結した。2016 年以降アクセラレーションプ
ログラム「500 Kobe Accelerator」を年に一度神戸市において実施
している。
　500 Kobe Accelerator では、500 Startups のグローバルチーム
メンバーが来日して、6 週間のプログラムを運営する。2017 年は来
日した 27人のメンバーが参加企業一社一社に対して専属で対応し、
ビジネスモデルに関するアドバイス、資金調達およびピッチに関する
レクチャーなどを行った。プログラムを受講するシード期のスタート
アップにとって、累計 60 カ国・2,000 社以上の投資実績を持つ同社
から、シリコンバレーで培われたベストプラクティスを日本にいなが
らにして学べる貴重な機会となる。最終週には投資家を前にピッチ
を行う「デモデイ」が組まれ、これまで過去 2 年で 22 社がデモデイ
後に 20 億円を超える資金調達に成功した。
　同プログラムは外国スタートアップにも門戸を開く。2017 年は 200
社を超える応募企業のうち、3 分の 1 が海外からであったという。
2016 年に 3 社だった外国スタートアップの採択は、2017 年には被
採択企業の 4 分の1にあたる5 社に拡大した。英語 e ラーニングサー
ビスを手がける台湾のホープイングリッシュは、プログラム参加後、
日本進出を果たしている。神戸市は本プログラムに参加したスタート
アップが市に進出することを必ずしも目的としていないが、こうした
プログラムが呼び水となり、神戸発の新製品・サービスの誕生や地
元での起業促進につながることを期待する。日本のアクセラレーター
や VC が東京に集中する中、神戸市のモデルは、日本のスタートアッ
プ・エコシステムの地域への広がりに貢献する取り組みといえよう。
　その他、地域・行政課題に対する解決手法を広くスタートアップ
から募る「Urban Innovation KOBE」 では、4 カ月の実証実験の場
を設けて市とスタートアップが協働して課題解決に取り組む。2018
年第 1 期のプログラムには 60 社の応募があり、7 社が選ばれている。
ビッグデータや AI を用いた経営支援を手がける米フライデータは、
市が毎月手作業で行っているレセプト（医療機関から送られてくる請
求書）チェックの自動化実証を行い、年間 250 万枚にものぼるレセ
プトの照合作業の効率化を目指す。スタートアップが持つ革新的な
技術を行政の生産性向上に活かすガバメント・テック（GovTech）の
先駆けとして注目される。

学を交えた活発な交流が行われた。
　Hack Osaka はプログラム全体が英語で進行され、外国スタート
アップも積極的に招致されている。2018 年は、ピッチコンテストの
登壇企業 10 社のうち、8 社が海外からの参加であった。金賞を受
賞した韓国の Dot Incorporation は、ジェトロが招へいした企業で、
世界初の点字スマートウォッチを開発・製造・販売するスタートアッ
プである。グーグルとの共同開発も行い、既に米国、中国で製品の
販売を開始している。両国に次ぐ市場として日本でも順次商品展開
する予定で、東京オリンピック・パラリンピックへの製品の提供も模
索しているという。このほか、ALS（筋萎縮性側索硬化症）患者の
ためのウエアラブル・コミュニケーション端末を開発するイスラエル
の EyeFree Assisting Communication や、AI とビッグデータの技
術を活用して自分で肌の診断ができるソフトウェア・製品を開発する
中国の Shenzhen Yi-yuan Intelligence Tech など、社会課題解決
型のスタートアップが多くみられた。
　2019 年 3 月 13 日に開催予定の「Hack Osaka 2019」は、地方に
おける魅力的なビジネス環境を世界に向けて発信するために、地方
自治体等が外国企業等を招へいし、トップセールスや地域企業との
マッチング等を行う地域への対日直接投資カンファレンス（RBC、５
章参照）のプロジェクトにも採択されている。有望な外国スタートアッ
プおよびアクセラレーターを招へいし、大阪へのスタートアップの誘
致促進と、大阪・関西におけるイノベーションハブおよび海外へのゲー
トウェイとしての大阪の地位確立を目指す。

「Hack Osaka 2018」（ピッチコンテスト表彰式）の様子（提供：大阪市）

　外資の力を地域のスタートアップ・エコシステム形成に活用するの
が神戸市である。2015 年、世界的なベンチャーキャピタル（VC）・

（3） 神戸市：外資とのタッグで起業家に挑戦の場を

500 Kobe Accelerator の様子（提供：神戸市）
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4 外資系企業による日本のビジネス環境の見方

　ジェトロは、2018 年 5 月～ 6 月、外資系企業による日本のビジ
ネス環境に対する見方についての情報収集、分析を通じてより魅
力的な投資環境の整備に資するため、「日本の投資環境に関する
アンケート調査」を実施した。
　アンケート調査は、ジェトロが支援した外資系企業約 1,700 社
を主な対象として行い、266 社から有効回答を得た。
　回答結果からは、外資系企業が日本を収益性の高い市場と見て
いることが新たに確認された。また、日本市場の規模の大きさを
最大の魅力としつつも、同時に自社のビジネス分野の中長期的な
成長性や、日本が課題先進国であるが故のビジネス機会にも目を
向けている様子がうかがえた。今後の投資拡大・雇用拡大に向け
た意欲も概して高く、日本企業・大学等とのオープンイノベーショ
ンにも前向きといえる。

国・地域 企業数 国・地域 企業数

米国 61 スペイン 3
ドイツ 51 ベトナム 3
中国 30 ベルギー 3
韓国 15 アラブ首長国連邦 2

フランス 13 オーストラリア 2
インド 10 タイ 2
英国 10 デンマーク 2
台湾 10 フィリピン 2

カナダ 9 イスラエル 1
イタリア 8 チェコ 1
オランダ 5 フィンランド 1

スイス 4 マレーシア 1
香港 4 ミャンマー 1

オーストリア 3 メキシコ 1
シンガポール 3 ルクセンブルク 1
スウェーデン 3 ロシア 1

合計（有効回答） 266

図表 4-1 回答企業の親会社本国・地域

【日本の投資環境に関するアンケート調査概要】

調査の目的と実施概要

回答企業のプロフィール

　外国・外資系企業にとってより魅力的な投資環境の整備に向け
た分析・政策提言を行うことを目的とし、日本の投資環境の魅力
や、ビジネスを展開する上での阻害要因などをアンケートにより質
問。2015 年より毎年実施。

　ジェトロの支援により日本に拠点を設立・拡大した在日外資系企
業約 1,700 社および諸外国の在日商工会議所の会員企業

回答状況：有効回答数 266 社

調査対象企業

調査期間：2018 年 5 月 15 日～ 6 月 6 日

1. 魅力の 1 位は「日本市場」、
 収益性の高さも評価

　外資系企業から見た日本の魅力は、日本のビジネス環境を総合
的に考える上での不可欠な要素である。今回のアンケート調査で
は、外資系企業が感じている日本のビジネス展開上の魅力として、

「日本市場」、「優れた日本企業や大学等パートナーの存在」、「国家・
社会の安定性」が上位を占めた（図表 4-5）。
　日本市場はかねてより洗練された巨大な市場として定評がある。
加えて、2017 年 9 月には景気回復局面が戦後 2 番目の長さを記
録するなど、マクロ経済状況が堅調に推移していることも「日本
市場」に対する高い評価につながっていると考えられる。また、
欧米の一部でみられる政治経済の不確実性の高まりと対比した日
本の安定性に対する再評価がアンケート結果に表れたと考えるこ
ともできる。
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2 年以上～
5 年未満

27.4％

5 年以上～
10 年未満

17.3％

10 年以上～
20 年未満

17.3％

20 年以上
28.6％

2 年未満
9.4％

n=266 n=266

図表 4-3 回答企業の日本進出後の経過年数

図表 4-2 回答企業の親会社本国・地域（地域別）

n=266

欧州
41.0％

北米
26.3％

その他
1.5％

アジア・オセアニア
31.2％

図表 4-4 回答企業の業種

業種 割合

通信・IT・ソフトウェア 14.7%

ライフサイエンス ( 医薬品、医療サービス、医療機器、
化粧品含む）

11.7%

電気・電子・精密機械・情報通信機器 10.9%

商社・卸売・小売 10.2%

輸送機械・部品 8.3%

運輸・観光（ホテル・娯楽サービス含む） 6.8%

化学 5.6%

専門サービス（コンサルティング・法務等） 5.6%

金融・保険 4.5%

その他サービス 4.5%

一般機械 3.4%

エネルギー・インフラ（電気・ガス・水道・石油 etc.） 2.6%

繊維・アパレル 2.3%

その他製造（家具、プラスチック用品、印刷、ガラス等） 2.3%

飲食料品 1.9%

鉄・非鉄金属 1.5%

建設 1.5%

農業・林業・漁業 0.4%

その他 1.5%

　OECD のレポート “FDI in Figures”（2016 年 4 月）によれば、日
本の対内直接投資収益率は 22 カ国中、総合で 3 位、サービス業
で 1 位と、高い収益率であるとされている。
　この理由については、もともと収益力と体力のある外国企業が
日本に進出しているためとの見方も成り立つ。その一方で、多くの
外資系企業が日本を「儲かる市場」として評価しているという事
実は、これから日本への進出をしようとする外国企業にとっても、
重要なメッセージ性を持つといえよう。（P.7 コラム「日本の対内直
接投資収益率」参照）

　また、毎年トップとなる「日本市場」についての内訳をみると、
特に魅力を感じることとして、通信・IT・ソフトウェア分野の企業
を中心に、「自社のビジネス分野の中長期的な成長性」との回答や、
ライフサイエンス分野の企業を中心に、「課題先進国であり、イノ
ベーション創出によるビジネス機会がある」との回答が一定数に
上った（図表 4-6）。
　これらの回答は、日本市場を単に目先の巨大市場としてとらえる
見方とは異なり、中長期的な視点からの見方・評価を示すものと
して特徴的といえる。日本は少子高齢化の進展に伴う人口減少等
により、将来的な市場規模の縮小が見込まれる。そうした中でも、
逆にビジネス機会があると見たり、第 4 次産業革命との関係が深
い通信・IT・ソフトウェア分野を中心に中長期的な成長性を見出し
たりしている外資系企業が一定数に上ることは注目に値する。
　また、今回の調査で初めて収益性の観点からの日本市場に対す
る評価を尋ねたところ、「収益性が高い」または「どちらかというと
収益性が高い」と回答した企業が 7 割を超えた（図表 4-7）。業種
別では通信・IT・ソフトウェア分野の企業を中心に収益性が高いと
する回答が目立ち、商社・卸売・小売の分野では逆の傾向がみら
れた。
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図表 4-6 日本市場の中で特に魅力だと思うもの（上位 2 つまで）

n=198

市場規模（所得水準が高く、製品・サービスの
顧客ボリュームが大きい）

自社のビジネス分野の中長期的な成長性

洗練された消費者の存在 25.8%

課題先進国であり、イノベーション創出による
ビジネス機会がある

他市場（アジア等）への展開に有利 13.6%

その他 1.5%

19.2%

40.9%

80.3%

図表 4-5 日本でビジネスをする上での魅力（上位 1-3 位までそれぞれ選択）

票数

得点順位 回答項目
  1 位 2 位 3 位

1 日本市場 158 20 20 534

2 優れた日本企業や大学等パートナーの存在 25 50 29 204

3 国家・社会の安定性 16 43 60 194

4 研究開発の質の高さ 19 38 15 148

4 世界を代表するグローバル企業が集積している 24 26 24 148

6 インフラの充実（交通、物流、情報通信、エネルギー等 ︶ 4 39 30 120

7 有能な人材確保が可能 4 14 19 59

8 生活環境が整備されている 4 7 23 49

9 アジアへのゲートウェイ、地域統括拠点として最適 3 12 14 47

9 2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向け需要増・販売増が見込める 3 9 20 47

11 知的財産法整備の充実 2 6 5 23

その他 4 2 7 23

〔注〕各回答者が選択した 1 位、2 位、3 位の回答項目について、それぞれ 1 位＝ 3 点、2 位＝ 2 点、3 位＝ 1 点として得点化し、合計得点の多い回答項目
順に順位を記載。

n=266
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図表 4-7 収益性の観点からの日本市場に対する評価

n=260

どちらかというと収益性が
高い市場である

51.5％

どちらかというと
収益性が

低い市場である
25.4％

収益性が低い市場である
3.8％

収益性が高い
市場である

19.2％

2. 外資系企業の業況感は高く、
 先行きへの見方も前向き

　日本での自社の現在の業況を「良い」と回答した外資系企業の割
合は 5 割弱、今後 1 ～2 年の見通しについての回答で 6 割強に上っ
た（図表 4-8、4-9）。前年との比較では、それぞれ 5.1 ポイント、8.9
ポイント増加した。業種別では、通信・IT・ソフトウェア関連の企
業で「良い」と回答した企業が多い。
　なお、「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答した
企業の割合を差し引いた値（Diff usion Index）は、現在の業況で
39.2、今後の見通しでは 61.0 となった。これらは日銀短観におけ
る業況判断の値（2018 年 6 月、全産業全規模合計で「最近」に
ついては 16、「先行き」については 13）を大幅に上回る。日銀短
観には中小企業が多く含まれていることに留意する必要があるも
のの、外資系企業の業況感は相対的に高いといえる。

n=265

44.2%

47.5%

横ばい

8.3%悪い

良い

図表 4-8 現在の日本での業況

n=264

65.5%良い（上向き）

29.9%横ばい

4.5%悪い（悪化する）

図表 4-9 日本での業況先行き（今後 1 ～ 2 年）に対する見通し

　今後 5 年以内の投資計画については、約 7 割の企業が 「拡大する」
と回答をした （図表 4-10）。前年より2 ポイント程度下がったものの、
日本のマクロ経済状況が堅調に推移する中、外資系企業の業況感
が比較的高いことや、日本を収益性の高い市場とする見方などが相
まって、今後の投資拡大への意欲的な回答につながっていると考え
られる。雇用については、前年とほぼ同水準で、7 割を超える企業
が今後 5 年以内に「増員する」と回答した（図表 4-11）。

図表 4-10 今後 5 年以内の投資計画

n=266

拡大する

27.8%現状を維持する

0.8%

0.8%

0.8%

縮小する

国内の他地域
に移転する

撤退する

69.9%

67.6%1 ～ 10 人

15.7%

9.2%

11 ～ 30 人

31 ～ 50 人

7.6%51 人以上
n=185

図表 4-12 増員予定数

図表 4-11 今後 5 年以内の日本拠点での雇用見込み

増員する

現状維持する

1.1%減員する n=264

70.5%

28.4%

3.  7 割の外資系企業が事業・雇用
 拡大を計画
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図表 4-15 追加投資先における機能と立地先として選択した理由
 （上位 3 つ）

順位 都道府県 件数 機能（上位 3 つ） 理由（上位 3 つ）

営業・販売・顧客
サービス 顧客との距離

1 東京都 101 研究開発 市場規模

生産・製造、物流 インフラの充実、人材確保
のしやすさ

2 大阪府 50

営業・販売・顧客
サービス 市場規模

研究開発 顧客との距離

生産・製造、物流 日本国内他拠点との位置関係

3 神奈川県 25

営業・販売・顧客
サービス 顧客との距離

研究開発 日本国内他拠点との位置関係

生産・製造 関連する産業集積の存在

3 愛知県 25

営業・販売・顧客
サービス 顧客との距離

研究開発 市場規模

生産・製造 関連する産業集積の存在

5 福岡県 12

営業・販売・顧客
サービス 市場規模

生産・製造、物流 関連する産業集積の存在

- 顧客との距離

6 兵庫県 8

営業・販売・顧客
サービス 顧客との距離

研究開発・物流 関連する産業集積の存在

- 自治体の優遇策・サービス

7 京都府 5

研究開発 人材確保のしやすさ

営業・販売・顧客
サービス

市場規模、日本国内他拠点
との位置関係

- -

その他 48

図表 4-13 日本企業に対する M&A による二次投資への関心

n=184

関心がある
 53.8%

関心がない
 46.2%

n=274

広島県 1.5%
埼玉県 1.5%

宮城県 1.5%

北海道 1.5%

京都府 1.8%

兵庫県 2.9%

福岡県 4.4%

その他 
11.7%

愛知県 
9.1%

神奈川県 
9.1%

東京都 
36.9%

大阪府 
18.2%

図表 4-14 追加投資の場所として具体的に検討している場所
 （上位 2 都道府県まで）

　事業拡大の手法の一つに M&A があるが、日本では、中小企業
経営者の高齢化や後継者不足などから、円滑な事業承継が重要課
題となっている。投資拡大に意欲的な企業のうち、日本企業に対
する M&A への関心を示した企業は 5 割強であった（図表 4-13）。
　投資拡大に際しての具体的な立地（都道府県）、機能、およびそ
の立地先の選定理由については、図表 4-14 および 4-15 のとおり
である。立地先として検討されている場所のうち東京以外の地域
の割合は 6 割超で、大阪府、神奈川県、愛知県、福岡県などが上
位であることはおおむね例年と共通している。
　今回新たに尋ねた「立地先の選定理由」については、「顧客との
距離」や「関連する産業集積の存在」が複数の地域で共通していた。
また、東京都や京都府を対象に「人材確保のしやすさ」が上位に
あがった。理系学生や留学生に対する外資系企業の高いニーズや、
昨今の日本におけるビジネス展開上の課題（P.30 参照）を反映し
た特徴的なものといえる。兵庫県に対しては、「自治体の優遇策・サー
ビス」との回答も上位 3 つの中にみられた。
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　今回新たに日本企業・大学等とのオープンイノベーションに対す
る取り組み状況について尋ねたところ、「既に実施したことがあり、
今後も継続・拡大する」または「実施したことはないが、関心がある」
と回答した企業が約 7 割に上った（図表 4-16）。業種別では、ライ
フサイエンス分野で関心が高い傾向がみられた。
　イノベーションを巡るグローバルな競争が激化する中、自前主義
に代わってオープンイノベーションが世界的に重要視されつつある。
また、「研究開発拠点としての日本」についての海外からの評価は
概して高く、日本の優れた技術やノウハウを取り込もうとする外資
系企業の動きも近年活発化している。これらを背景に、外資系企
業は日本企業とのオープンイノベーションに関心を寄せていると考
えられる。
　具体的なオープンイノベーションの相手については、「日本の中堅・
中小企業」に対する関心が「大学・研究機関」と並んで最多となっ
た（図表 4-17）。また、先述のとおり、日本のビジネス展開上の魅
力の第 2 位は「優れた日本企業や大学等パートナーの存在」であっ
た。これらの結果からは、「優れた日本企業」が必ずしも大企業を
指すものではないことがうかがえる。外資系企業は、イノベーショ
ン創発のパートナー候補として、日本の大企業以上に、優れた技
術等を有する日本の中堅・中小企業に高い関心を寄せている。
　また、日本におけるイノベーション創発に関連した新たな質問と
して、「規制のサンドボックス制度」（P.8 参照）についての関心を
尋ねたところ、ライフサイエンス分野を中心に 6 割強の企業が関
心を示した（図表 4-18）。日本のイノベーション創発を後押しする
政府の目玉施策ともいうべき本制度に対する外資系企業の関心は
高いといえる。

4.  オープンイノベーションの相手として
 日本の中堅・中小企業に関心

図表 4-17 オープンイノベーションの相手先として
 関心のある企業等（複数可）

日本の中堅・中小企業

日本のスタートアップ企業

在日外資系スタートアップ企業

その他の在日外資系企業

大学・研究機関

日本の大企業

その他
n=172

51.2%

51.2%

44.2%

26.2%

12.2%

11.6%

1.7%

図表 4-16 日本企業・大学等とのオープンイノベーションに
 対する取組状況

関心がない
30.7%

既に実施したこと
があり、今後も
継続・拡大する

21.1%

実施したことはないが
関心がある

46.4%

その他
1.9%

n=261

図表 4-18 「規制のサンドボックス」制度に対する関心

特に関心はない
38.1%

現在、特定の規制があって困っている
のでぜひ制度を活用してみたい
11.2%

将来、必要があれば
活用してみたい

50.8%

n=260
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　日本におけるビジネス展開上の阻害要因についての回答結果か
らは、「人材確保の難しさ」が深刻な経営課題であることが確認
された（図表 4-19）。人材確保の難しさを阻害要因のトップにあげ
た企業は 3 割を超え、阻害要因の上位 3 位までにあげた企業の
割合で見ると約 6 割に上った。
　人材確保に関して特に困難を感じていることについては、「外国
語能力のある人材の不足」が過半数に上り、「専門人材の不足」
が続いた（図表 4-20）。また、職種別では「技術者」の確保が困
難との回答が最多となった（図表 4-21）。これらの結果は前年と同
様である。なお、「技術者」と回答した企業の業種を見ると、「化学」、

「電気・電子・精密機械・情報通信機器」の分野が目立つ。

図表 4-20 人材確保に関して、特に困難と感じていること（上位 2 つまで）

外国語能力のある人材の不足

専門人材の不足

人材の募集・採用・雇用手続
にかかるコストの高さ

労働者の意識（強すぎる大企業志向、
外資で働くことへの消極的姿勢）

雇用流動性の不足

その他

54.4%

41.8%

34.2%

29.7%

19.8%

3.8% n=263

図表 4-21 人材確保が特に困難な職種（複数可）

技術者

営業・販売・
顧客サービス

経営・企画

総務・管理

その他

58.7%

47.1%

21.2%

5.4%

9.7% n=259

5.  日本でビジネス展開する上での阻害要因
－最大の課題は「人材確保の難しさ」

図表 4-19 日本でビジネス展開する上での阻害要因 （上位 1 ～ 3 位までそれぞれ選択）

票数

得点順位 回答項目
  1 位 2 位 3 位

1 人材確保の難しさ 87 35 37 368

2 外国語によるコミュニケーションの難しさ 54 69 31 331

3 ビジネスコストの高さ 41 45 63 276

4 行政手続の複雑さ 36 40 39 227

5 許認可制度の厳しさ 24 32 31 167

6 ビジネスパートナー発掘の難しさ 11 25 15 98

7 入国管理制度 7 6 9 42

8 資金調達の難しさ 0 7 12 26

9 外国人にとっての生活環境 0 2 11 15

その他 6 5 18 46

〔注〕各回答者が選択した 1 位、2 位、3 位の回答項目について、それぞれ 1 位＝ 3 点、2 位＝ 2 点、3 位＝ 1 点として得点化し、合計得点の多い回答項目
順に順位を記載。

n=266

　政府が進めている高度外国人材の受入れ拡大は、こうした状況
の改善に一定の効果を発揮する可能性がある。今回のアンケート
調査では、約 4 割の外資系企業が「日本版高度外国人材グリーン
カード」（2017 年 4 月創設）への期待感を示した（図表 4-22）。
　また、政府は一定の専門性・技術を有し、即戦力となる外国人
材に関し、就労を目的とする新たな在留資格の創設に向けた準備
を進めている（P.11 参照）。これが実現すれば、一層の改善につ
ながり得る。なお、昨年のアンケート調査では、外資系企業の約
6 割が外国人留学生（主に理系）の採用に関心があると回答した
ことを受け、ジェトロでは、外国人留学生と外資系企業との交流
会を開催するなど、外資系企業の課題解決に貢献する取り組みを
行っている（P.44 参照）。
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図表 4-22 人材確保の観点からの「日本版高度外国人材
 グリーンカード」の有効性への期待

期待していない
9.8%

期待している
37.1%

制度について知らない
分からない

53.0%

n=264

図表 4-23 最も改善が必要と感じる行政手続と現状における具体的な課題

最も改善が
必要と感じる

手続

具体的に課題と感じること

窓口の多さ             
（ワンストップ化

されていない）

提出書類
の多さ

手続の
オンライン化

の遅れ

英語化対応
の不足

手続完了まで
に時間が

かかる

申請や手続に
かかる費用の

高さ
その他 未選択 合計

会社登記 3 5 0 8 5 1 1 2 25

税務 6 15 6 19 6 5 0 0 57

社会保険 1 5 6 6 5 2 1 0 26

労務 6 14 3 7 14 1 7 0 52

在留資格
（ビザ） 0 6 8 6 23 1 2 0 46

知的財産 0 1 2 3 0 0 0 0 6

貿易 1 4 0 2 4 2 0 1 14

その他 1 2 2 5 4 0 14 1 29

未選択 0 0 0 2 1 0 0 8 11

合計 18 52 27 58 62 12 25 12 266

図表 4-24　日本の許認可制度について最も課題と感じること

19.8%

18.7%

19.4%

19.4%

5.2%

7.1%

10.3%

n=252

英語化対応の不足

国際的不調和

審査終了まで時間がかかる

規制・許認可制度の厳しさ

規制・許認可制度の多さ

許認可制度に関する情報の少なさ

その他

　阻害要因の上位項目の一つである「行政手続の複雑さ」につい
ては、「税務」、「労務」、「在留資格」の手続を中心に、「提出書類
の多さ」や「英語化対応の不足」、「手続完了までの時間の長さ」
を指摘する声が多かった（図表 4-23）。行政手続に対する評価は、
自国の制度・手続との比較に基づく見方になりやすいと考えられ、
欧米諸国では 2000 年代に行政手続コストや書類作成負担の削減
を相当程度行った経緯があることから、相対的に日本への評価が
低くなっている可能性がある。
　こうした状況に対応するため、日本政府も 2020 年 3 月までに
重点分野の行政手続コストを 20％以上削減することを成長戦略の
KPI（重要成果指標）として設定し、各種の取り組みを進めている

（P.10 参照）。とりわけ、各種手続の簡素化やデジタルガバメント
推進に向けた動きは、今後、手続における添付書類の簡略化や手
続時間の短縮化にもプラスに働くことが期待される。

　英語化対応については、行政手続を含めて引き続き外資系企業
からのニーズが高く、継続的な改善努力が必要な分野といえそうで
ある。例えば、「外国語によるコミュニケーションの難しさ」は日
本におけるビジネス上の阻害要因の上位に位置し、また、日本の
許認可制度に関する最大の困難としても「英語化対応の不足」が
トップにあがった（図表 4-24）。
　政府は対日直接投資を推進する観点から、「日常生活における
言語の壁の克服」や「法令の外国語訳」などの施策を進めてきて
いるが、外資系企業からは、個別の規制関連情報について多大な
翻訳の負担が生じるとの声や、公的な英訳が存在しないことから
解釈が必ずしも定まらず、本国親会社への説明に苦慮していると
の声も聞かれる。
　英語化の充実は人材育成と同様に時間を要するため、即効性の
ある方策を講じることは難しいものの、改善に向けた不断の取り
組みを着実に進めていくことは、日本における「ビジネスのしやす
さ」を今後さらに高めていく上で重要といえる。
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　課題は残されているものの、過去 1 ～2 年のビジネス環境の変化
に対する外資系企業の見方にはポジティブな点も多い。「外国人に
とっての生活のしやすさ」など 7 つの項目のうち、前年に続き、「人
材確保のしやすさ」と「ビジネスコスト」を除く5 項目で改善の方向
との見方が多く示された（図表 4-25）。

6. 改善方向に変化する日本のビジネス環境

〔注〕「どちらかというと改善している」と回答した企業の比率をプラス方向に、「どちらかというと悪化している」と回答した企業の比率をマイナス方
向に表示している。「変わらない」と回答した比率は図表からは省略。

図表 4-25 日本のビジネス環境について、過去 1 ～ 2 年と比較した変化

　とりわけ「外国人にとっての生活のしやすさ」や「外資に対する日
本企業・社会の受入れ姿勢」では、改善を感じている企業の割合
が高い。近年の訪日外客数の拡大（2017 年実績で 2,869 万人）や
外国人労働者数の増加 （2017年10月時点で過去最高の約128万人）
等への対応を進める中で、受入れる日本側の意識にも変化が生じて
きた可能性がある。
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図表 4-26 日本のビジネスコストについて、 特に高いと感じているもの（上位 2 つまで）

オフィス賃料

人件費（高度人材、マネージャークラス）

人件費（スタッフ、一般職）

人材の募集・採用コスト

税

物流コスト

公共料金

資金調達コスト

翻訳・通訳コスト

その他

40.9%

40.2%

26.1%

23.5%

17.8%

15.9%

3.4%

3.4%

2.7%

3.8% n=264

　「ビジネスにおける外国語でのコミュニケーションのしやすさ」に
ついても、阻害要因としては上位であるものの、改善に向かってい
るとの見方が示されている。
　「人材確保のしやすさ」で悪化しているとの回答が目立った背景に
は、深刻度を増す人手不足の影響が大きいとみられる。また、「ビジ
ネスコスト」では、オフィス賃料や人件費が高いと感じている企業が
多く（図表 4-26）、昨今の人手不足などによる賃金の上昇や、地価上
昇に伴うオフィス賃料の上昇が影響していると考えられる。

　政府は、現政権発足以降、「世界で一番企業が活動しやすい国」
の実現を掲げ、第 2 章にもあるように、事業者目線でのさまざまな
施策を打ち出してきている。その流れは定着しつつあり、今後も日
本のビジネス環境は着実に改善に向かっていくことが見込まれる。
ジェトロも引き続きアンケート調査の結果などに基づいて外国・外資
系企業の声を政府に届け、一層の投資環境の改善に貢献していく。
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5 ジェトロの対日投資促進事業

図表 5-2 誘致成功件数比較【地域別】

アジア
51%

欧州
23%

北米
21%

大洋州
4%

中東・アフリカ
1%

地域別
2017 年度

図表 5-3 誘致成功件数比較【国 ･ 地域別】

中国
25%

米国
18%

韓国
8%

ドイツ
7%

台湾
6%フランス

5%

英国
4%

シンガポール
4%

オーストラリア
4%

カナダ
2%

その他
18%

国・地域別
2017 年度

アジア
35%

欧州
30%

北米
30%

大洋州
3%

中東・アフリカ
1%

中南米
1%

地域別
2003 ～2017
年度（累計）

中国
13%

韓国
7%

ドイツ
8%

英国
6%フランス

5%

台湾
3%

シンガポール
3%

オーストラリア
3%

香港
3%

その他
21% 米国

28%

国・地域別
2003 ～2017
年度（累計 )

1. 活動実績（誘致実績）
 ～ 年 190 件を超える誘致を達成！

　図表 5-1 は、ジェトロが支援した対日投資のプロジェクト件数と、
そのうち実際に日本で拠点設立・拡大を果たした成功件数である。
2003 年に「ジェトロ対日投資・ビジネスサポートセンター（IBSC）」
が設立されてから、これまでに約 1,800 件の誘致に成功してきた。
　図表 5-2 ～図表 5-5 は、誘致成功件数の内訳（地域別、国・
地域別、業種別、進出先別）を 2017 年度と過去 15 年間の累計と
で比較したものである。最近の傾向として、地域別ではアジアの
割合が高まり、国別では中国の存在感が増している。業種別で
は ICT・情報通信分野が存在感を示しており、医薬品・医療機器

図表 5-1 ジェトロの対日投資プロジェクト支援・成功件数

2017 年度
（単年度）

2003 ～2017 年度
（累計）

成功（拠点設立または
ビジネス拡大）件数

193 件 1,772 件

プロジェクト支援件数 1,741 件 17,713 件

分野と、観光分野の割合が増えている。進出先別では、東京一
極集中が徐々に緩和され、東京以外の地域への投資が相対的に
拡大している。
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図表 5-4 誘致成功件数比較【業種別】

〔注〕業種の分類方法は、「対日投資報告 2017｣ から一部変更されている。「ICT・情報通信」にはソフトウェア・コンテンツを含む。

〔注〕（）内は件数。

ICT･ 情報通信
20%

サービス
（飲食、小売、

コンサル等）
17%

その他製造
17%

医薬品・医療機器、
関連サービス

9%

産業機械、
同部品

7%

観光（航空会社、
旅行、ホテル等）

5%
その他

25%

業種別
2017 年度

ICT･
情報通信

22%

サービス
（飲食、小売、

コンサル等）
24%

産業機械、
同部品

8%

その他
24%

電気・
電子機器、

同部品
10%

医薬品・
医療機器、

関連サービス
6%

輸送機器、
同部品

6% 業種別
2003 ～2017
年度（累計 )

図表 5-5 誘致成功件数比較【進出先別】

2017 年度

東京
54%

（104）

東京以外
46%

（89）

神奈川
（23）

大阪
（17）

愛知（10）

兵庫
（8）

福岡
（7）

千葉
（5）

埼玉
（4）

その他
（15）

2003 ～ 2017 年度（累計）

愛知
（102）

兵庫
（68）

福岡
（35）

千葉
（41）

埼玉
（22）

その他
（93）

東京
61%

（1,079）

東京以外
39%

（693）

神奈川
（194）

大阪
（138）

図表 5-6 誘致成功件数の地域別比率の推移

10

20

30

40

50

60
(%) 

2003

アジア
16%

アジア
51%

欧州
33%

欧州
23%

北米
40%

北米
21%

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

アジアから
の投資が

5 割を超えた
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2. 進化する対日投資
 ～ アジア、高付加価値、イノベーション

　ジェトロは、日本の魅力をアピールする情報発信・広報に始ま
り、対日投資関心企業の発掘・市場情報提供、日本拠点の立ち上
げ支援などの個別案件支援、国内の外資系企業のビジネス拡大支
援まで、ワンストップで一貫した支援を提供している。全国の地方
自治体に対する各種支援も提供している（図表 5-7）。
　実施する事業の内容や支援する分野は、時代の変化に応じて変
遷を遂げてきている。近年は、イノベーションを促進する研究開
発拠点などの誘致、地域への誘致、アジア・新興国などでの誘致
活動の拡充、日本企業との協業マッチング支援などを進めている。

図表 5-7 ジェトロの対日投資促進活動

情報発信から投資後の支援まで～機能別かつ重層的に対応

START

日本のビジネス
環境の情報発信

対日投資個別案件支援

ビジネス環境改善への提言

二次投資の促進
地方創生への貢献

2017 年度
支援件数：1,741 件
成功件数：193 件

対日投資関心企業の発掘、
日本市場の調査 ･ 分析、
戦略提案

対日投資 ･ ビジネスサポート
センター (IBSC) における
立ち上げ支援 日本企業とのビジネス拡大

◆ ビジネスマッチング機会の提供
◆ 自治体との共同誘致活動

◆ テンポラリーオフィスの提供
（東京、大阪、横浜、名古屋、神戸、福岡）
◆ 専門家によるアドバイス
◆ 人材探し支援、オフィス物件探し支援

◆ 企業 ･ 産業クラスター ･ 展示会訪問
◆ネットワーキング
◆ 個別コンサルテーション（マーケット、
参入戦略の提案）
◆ パートナー候補等とのマッチング

◆ Invest Japan ウェブサイト運営
◆ 対日投資セミナー ･シンポジウム開催

◆ 対日投資関心企業や日本に進出した外資系企業から寄せられる日本のビジネス環境に対する改善要望等の取りまとめと政府関係者等への提言 ･ 情報提供
◆ 日本の投資環境の改善成果についての情報発信



37

5  ジェトロの対日直接投資促進事業

5

Invest Japan Report 2018

（1） 日本のビジネス環境の情報発信

　ジェトロは、日本市場の優位性、規制緩和などのイノベーション
創出の環境、ジェトロの支援サービスなど「投資先としての日本の
魅力」を包括的にアピールすべく、世界各地での情報発信に力を
入れている。2017 年度は合計 69 件のセミナー・シンポジウムを開
催した（図表 5-8 ）。2017 年 9 月には、国連総会出席のための安
倍首相の訪米に合わせ、世界的に著名な投資家・事業家との懇談
会をニューヨークで開催した。首相自ら、コーポレートガバナンス
改革など、改善する日本の投資環境をアピールし、対日投資拡大
のために日本政府が採るべき方策について率直な意見交換を行っ
た。セミナーには自治体の首長が登壇して地元の魅力やインセン
ティブを紹介することもあり、こうした国や自治体の長が自ら投資
を呼びかけるトップセールスは、日本政府の外国企業誘致に対する
真摯な姿勢を示す上で重要な役割を果たしている。
　2017 年度は、開催国の産業集積に合わせて産業を絞り込み、
対日投資関心度が高い企業に集中的にアプローチするセミナーを

① 海外で年 69 件の対日投資セミナー・シンポジウムを開催

行った。例えば、IoT やインダストリー 4.0 分野で台湾のスタートアッ
プを対象とした「対日投資セミナー」、自動車分野での日独協業と
日本へのビジネス展開を促したドイツでの「日本経済フォーラム」、
インドの IoT 分野に焦点をあてた「日印ビジネスパートナーシップ・
セミナー」などを実施した。これらのセミナーでは、各国企業と日
本企業との連携による Win-Win 関係構築が互いのイノベーション
創出につながることをメッセージとして発信した。今後対日投資の
増加が期待されるベトナムでは政府や現地企業の要人に対し、日
本進出によるビジネス拡大と日本での経験を基にしたグローバル展
開の可能性を呼びかけた。
　多くのセミナーにおいて、日本の自治体が PR ブースを設置し、
各地域の投資先としての魅力やインセンティブなどの情報提供を
行った。2018 年度からは、日本でのイノベーション創出や社会課
題の解決に資するため、革新的な技術やサービスを有する海外有
力スタートアップの誘致セミナーを展開している。

図表 5-8 2017 年度　対日投資セミナー・シンポジウム開催実績

アイルランド 対日投資セミナー

香港 対日投資セミナー

インドネシア 対日投資セミナー

ソウル対日投資シンポジウム

アトランタ 日米投資連携フォーラム

ニューヨーク 安倍首相と米国 CEO との懇談会

北米 15 件

欧州 20 件

アジア 28 件
（うち中国 6 件）

その他
（中東・中南米・オセアニア）

6 件

・開催日時：2017 年 6 月 1 日（木）
・参加者 ：75 名
・主催： 日本貿易振興機構（JETRO）
・協力：在アイルランド日本国大使館、

 アイルランド政府商務庁、愛日協会

・開催日時：2017 年 9 月 7 日（木）
・参加者 ：85 名
・主催：日本貿易振興機構（JETRO）
 香港総商会（HKGCC）
・共催：在香港日本国総領事館

・開催日時：2017 年 8 月 15 日（火）
・参加者 ：31 名
・主催：日本貿易振興機構（JETRO）
・共催：インドネシア商工会議所 
 （KADIN）

・開催日時：2017 年 9 月 26 日（火）
・参加者 ：191 名
・主催：日本貿易振興機構（JETRO）
・共催： 在大韓民国日本国大使館、
 大韓商工会議所（KCCI）、韓日経済協会（KJE）
・後援：経済産業省（METI）、韓国産業通商資源部（MOTIE）、
 大韓貿易投資振興公社（KOTRA）、韓日産業技術協力財団（KJCF）

・開催日時：2017 年 10 月 20 日（金）
・参加者 ：81 名
・主催：日本貿易振興機構（JETRO）
 SelectUSA（商務省）

・開催日時：2017 年 9 月 19 日（火）
・参加者 ：32 名
・主催：日本政府、日本貿易振興機構（JETRO）

ハイライト
P.42-43 1 2 3 4
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② 日本進出に必要な情報を網羅した
 Invest Japan ウェブサイト

図表 5-9 Invest Japan ウェブサイト
 https://www.jetro.go.jp/invest/

（2） 対日投資個別案件支援

　ジェトロは、海外事務所、国内事務所、本部、大阪本部が一丸
となり、約 200 人の体制で相互に密に連携を取りながら、有望な
外国企業の誘致と企業の個別ニーズに沿った支援を行っている（図
表 5-10）。
　海外事務所では、在外公館や自治体の海外事務所、諸外国の
貿易投資振興機関と連携し、セミナーの開催や業界団体などへの
共同訪問などを通じて、日本の投資環境に関する情報発信や有望
企業の発掘を行っている。国内では、拠点設立手続の支援から産
業別のマーケット情報や許認可などに関する情報、地域のインセ
ンティブ情報の提供や地方自治体の紹介などを行う。本部には、
外国人スタッフ 6 人（北米、中国、台湾、韓国、ASEAN、インド）
が母国語で対応する「国・地域別デスク」も整備している。法人設
立時に必要な手続の窓口が一カ所に集約された「東京開業ワンス
トップセンター（TOSBEC）」( 運営主体：国・東京都、2015 年 4 月
にジェトロ本部内に開設）とも連携をとっている。
　東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、福岡の 6 都市には「対日投資・
ビジネスサポートセンター（IBSC）」を設置し、会社設立準備のた
めのテンポラリーオフィス（50 営業日まで無料）の提供や、士業
専門家による法務・労務・税務などの制度や手続についてのコン
サルテーション（無料）、人材確保やオフィス物件探しの支援など
も行っている。

① 海外事務所、国内事務所、本部、大阪本部が連携し
 個別ニーズに沿ったサポートを提供　ジェトロのウェブサイト（図表 5-9）は、対日投資のポータルサイ

トとなることを目指し、7 言語で目的別に情報発信をしている。最
もアクセス数が多いのは「日本での拠点設立方法」で、日本での会
社設立に伴う登記、査証、税制、人事・労務・商標・意匠制度など
の情報をまとめている。冊子でも提供しており、PDF 版もダウンロー
ドできる。「地域進出支援ナビ」は、全国の自治体のビジネス環境、
インセンティブ情報などを紹介している。都道府県別や誘致重点
産業別で検索できるほか、自治体ごとのデータ比較も可能である。
　政府の対日直接投資推進会議の下に設置された「規制・行政手
続見直しワーキング・グループ」のとりまとめ（2017 年４月）や、「未
来投資戦略 2017」の方針を受け、英語情報による「政府の対日投
資支援策」や「マーケットレポート」の内容の充実を図っている。

図表 5-10 ジェトロの外国企業支援体制

外国企業

地方への投資誘致

大阪本部・国内事務所

IBSC

士業専門家

TOSBEC

国内
（本部、国・地域別デスク）

在外公館・自治体海外事務所
諸外国の貿易投資振興機関

立ち上げ支援
情報提供

情報発信
発掘・誘致提案

海外事務所

連携連携

誘
致
成
功

ジェトロ　対日投資
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図表 5-11 「外国企業パーソナルアドバイザー制」の概要

支援企業のニーズを
積極的に聞き取り、きめ細かなサポートを提供

◆ 政府・自治体のインセンティブ情報がほしい。
◆ ビジネスの障害となる規制や手続がある。

外国企業パーソナルアドバイザー
（ジェトロ担当者）

◆ 個別案件を支援
◆ 規制や手続きの改善要望を
 政府へ提言
◆自治体と連携

◆ どういった規制や手続があるか分からない。
◆ 政策や市場動向に関する英語情報がほしい。

エンジニアを求めて採用活動をしていたが、良い人材が見つか
らず、パーソナルアドバイザーが知人を通じて大学教授を紹介し
たところ、その繋がりで、求めていた人材を採用することがで
きた。パーソナルアドバイザーが面談をアレンジした地方自治体
からも人材紹介支援を受けることができ、エンジニアと事務ス
タッフの採用につながった。

欧州 / 部品メーカー
人材確保

駐在員の子女の就学相談があり、パーソナルアドバイザー（国別
デスク）が自らの経験も踏まえてアドバイス。区役所に、区内
の学校に通う外国人の生徒数、学区の編成がどのようになって
いるかなどを確認し、学校選択が住居選択にもつながることを
伝えた。

アジア/化粧品メーカー
生活支援

日本の取引先への送金が迫る中、外国企業であることを理由に
複数の銀行から法人口座の開設を断られて困惑している企業か
ら相談があった。パーソナルアドバイザーが他の銀行に相談し、
当該企業の事業や将来性を説明したところ、1 週間で口座を開
設することができた。

欧州 / 工具メーカー
銀行口座開設

駐在員が不動産会社で物件を見つけ契約しようとしたところ、
外国人を敬遠し契約不可と言われ、保証会社経由での契約も
試みたものの、先方が英語対応できず困っていた。パーソナル
アドバイザーが、英語対応可能な保証会社を探して紹介したと
ころ、無事契約締結できた。

欧州 / 翻訳・通訳会社
言語

日本で人材募集をしたものの、日本語の履歴書が理解できず困っ
ていたところ、パーソナルアドバイザーが企業に寄り添う形で応募
者の履歴書を一緒に確認、人材スクリーニングを支援した。

アジア/ ロボティクス関連企業
人材確保

外国企業からの相談対応事例② 誘致の重点分野
 ～ 研究開発拠点など高付加価値・日本経済に
  寄与するもの

　ジェトロは、2017 年度より、支援企業約 1,000 社を対象に、担
当者が寄り添い、コンサルテーションの充実と個別課題の解決を
図る「外国企業パーソナルアドバイザー制」( 図表 5-11) を整備し
ている。きめ細かなサポートによりビジネスの障害となる規制や手
続に関する改善要望を聞き取り、政府に届ける役割も担う。

③ 企業に寄り添う「外国企業パーソナルアドバイザー制」  
 の導入

　外国企業の誘致にあたっては、環境・エネルギー、ライフサイエ
ンス、観光、サービス、ICT、製造・インフラといった産業分野を
中心に、日本におけるイノベーション創出や生産性の向上、研究ノ
ウハウ蓄積など日本経済に寄与するプロジェクトに力を入れている。
　最近の事例では、米ボルグワーナー（自動車用高性能電動部品）
による三重県の工場の生産能力・R&D 機能の強化に向けた追加投
資、韓国エアソウル（格安航空会社）による東京と大阪の支店設立、
台湾のネクストドライブ（IoT ソリューション開発）によるマーケティ
ング・R&D 拠点の設置、シンガポールのクールペイ（フィンテック）
による日本法人設立などをサポートした。
　海外のスタートアップや日本のスタートアップ支援に資する企業の
誘致にも取り組んでおり、米プラグ・アンド・プレイ（スタートアッ
プ・アクセラレーター）の拠点設立はその一例である。2018 年度
より経済産業省の主導で始まったスタートアップ集中支援プログラ
ム「J-Startup」では、世界 12 都市のアクセラレーターなどと提携し
て双方向の支援を進めている。

5ハイライト
P.43
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ジェトロの支援で拠点設立した事例（2017 年）

NTQ Solution（ベトナム）
～日越企業の新たなパートナーシップモデル

　ハノイに本拠地を持つ受託 IT 開発のベンチャー企業。2017 年 1月
に横浜市が管理する横浜ワールドビジネスセンター内に事務所を開設
し、日本企業向けの製品開発の顧客サポートを行っている。ハノイの
R&D チームでは、AI、IoT、ロボティクス、e-learning、画像認識など
の ICT 先端技術の実用化にも積極的に取り組んでいる。
　同社が東京近郊で物件を探していたとき、ジェトロが横浜ワールド
ビジネスサポートセンターを紹介。横浜市などの自治体や、業界・企
業などとのコネクションづくりを支援した。同社が苦労していた、源
泉徴収や日本に駐在する従業員の家族構成などによって手配すべき
書類が変わる VISA 取得の煩雑な手続もきめ細かにサポートした。
　2017 年 8 月、同社は、システム開発事業を手掛ける日本の株式会
社エイ・シー・ティーとの共同開発で、ユーザーに意識させることなく
PC のログイン・ログオフを自動で行う PCセキュリティシステムを完成
させた。エイ・シー・ティーが日本市場向けの仕様を考案し、NTQ が
システム開発、製品設計を行った。
　日本企業が業務の一部をベトナム企業にアウトソースするビジネス
は一般的になってきているが、今回のように、対等な立場でシステム
の共同開発まで行う連携は、日越の新たなパートナーシップモデルと
して注目される。

ICT

PChome online（台湾）(Ruten)
～日本企業と台湾消費者との懸け橋を目指す

　台湾で最大規模のオンラインショッピングサイトを運営する電子商
取引（EC）企業。2015 年 8 月に日本法人を東京に設立していたが、
2017 年 11 月には、大阪に支社を開設した。ジェトロは大阪支社設置
にあたり、新たにオフィス物件に関する不動産業者などサービスプロ
バイダーの紹介や、人材採用・獲得にかかわるアレンジ、保険・年金
に関する労務コンサルテーションなどの支援を行った。
　台湾の消費者に日本製品を届ける方法を模索する中、同社はジェト
ロ主催の日本企業とのマッチングイベントに参加。コミュニケーション
の難しさやアフターケア、決済システムや関税などの障壁で、海外展
開ニーズが高いにも関わらず踏み出せない日本企業が多いことを実感
した。
　これをきっかけに、台湾の消費者と日本企業との懸け橋となる「代
理購入サービス」の提供を決意、2018 年 5 月末よりサービスを開始
した。自社開発の自動翻訳システムや決済システムにより、消費者は
日本企業のウェブサイトをそのまま閲覧し、決済も EC サイトで完了で
きる。日本企業は既存の日本語ページを共有するだけで、通常の日
本国内の取引と同様に、同社の国内倉庫へ該当商品を発送すればよ
い。越境 EC の壁と呼ばれる 3 つの課題「言語、物流、決済」をワン
ストップで解決した。

EC( 電子商取引 )

　シリコンバレーに本社を置く米国最大のスタートアップ・アクセラレー
ター／ VC。世界 12 カ国 26 拠点と、数万におよぶスタートアップネッ
トワークを有している。
　2006 年の設立以来、欧州各地、アジア各地に海外拠点を作って
きたが、GDP 世界 3 位の日本にもポテンシャルがあると考え、2017
年 7 月、日本法人を東京に設立した。東急不動産の協力を得て、日
本のスタートアップの聖地と言われる渋谷にアクセラレーションプログ
ラムを実施するインキュベーション施設を構えた。
　ジェトロは、日本の自治体との面談アレンジや、補助金制度などの
情報を提供したほか、雇用契約などについての労務コンサルテーショ
ンなどを実施した。そのネットワークを活用し、シリコンバレーではイ
ベントも共催するなどして、同社の新たなネットワークづくりを支援し
た。こうした活動は同社の未来のパートナーや支援先になり得る日本
のスタートアップ企業、大手企業などとの出会いに繋がっている。
　同社は、世界を目指したスタートアップ企業育成に力をいれる。日
本のスタートアップについても、どんどん海外に出てスピード感をもっ
て事業展開ができるよう支援していくという。2020 年までに 50 社へ
の投資と、大手企業 50 社からの協力獲得を目指し、東京以外の都
市での拠点設立も視野に入れる。

スタートアップエコシステム

Plug and Play Tech Center（米国）
～米国最大級の
スタートアップ・アクセラレーター

MER MEC （イタリア）
～ JR 西日本が試験導入

　鉄道インフラの点検・診断システムの開発を行う企業。現在では
世界 14 カ所に拠点を構え、約 50 カ国で取引を行う。代理店経由
で日本のビジネスを開始したが、2016 年、代理店との協業を見直
さざるを得なくなった時、ジェトロが日本拠点設立を提案した。日
本でのアフターサービスの提供、販路拡大、日本企業との共同開
発を実現させるため、同社は日本法人設立を決意。ジェトロは、テ
ンポラリーオフィスの貸与、雇用契約等についての労務コンサルテー
ション、行政書士や税理士などの専門家を紹介するなど、日本拠点
設立を徹底サポートし、2017 年 2 月、東京に日本法人が設立された。
　ジェトロが行ったビジネスマッチング支援で出会った日本企業と
は、海外での共同プロジェクトの話が進んでいる。
　2017 年 3 月には、JR 西日本の山陽新幹線に同社の「線路設備
診断システム」が試験導入された。参入が難しいとされてきた日本
の鉄道業界に採用されたことは、同社の技術力の高さを物語って
いる。同社は中国にも拠点を構えるが、日本法人をアジアのヘッド
クォーターと位置付け、今後は日本を中心に、韓国、台湾、シンガ
ポールでのビジネスも強化する方針である。

鉄道インフラ点検システム
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③　地方自治体と取り組む地域への外資誘致

　日本への投資は増えているが、投資先は一部の大都市に集中す
る傾向がある。日本の各地域がもつさまざまな資源や魅力を外資
誘致に繋げるべく、ジェトロは地方自治体を対象に、戦略策定に
関するアドバイスや実務研修事業などの支援を実施している。外資
系企業の進出支援やネットワーク構築を広域的に担う「外国企業誘
致コーディネーター」を国内地域（東北、関東、中部、近畿・北陸、
中国・四国、九州）に配置し、本部に設置した地域支援班との連
携を図っている。
　こうした支援の積み重ねと、地方自治体の地道な努力により、
東京以外に進出する企業は少しずつ増加している。最近では、茨
城県つくば市に最初の拠点を開設した中国 IT 企業の 3DNest（ 3
次元画像作成ソフト開発）や、宮城県仙台市に日本で初めてのオフィ
スを開設した米アロリカ（コールセンター業務などのビジネス・プ
ロセス・アウトソーシングサービス）、三重県松阪市に日本初の工
場を建設したスペインのゲスタンプ（自動車用プレス部品）などの
事例がある。
　2018 年度、ジェトロは新たに「地域の対日直接投資サポートプロ
グラム」を開始し、地方自治体に対する誘致戦略策定のサポートや
施策の利活用のアドバイスなど、これまで以上にサポートしていく。

　ジェトロは、外国企業のニーズを中小機構などの関係機関につ
なぎ、日本企業との投資提携を支援する役割も担っている。経済
産業省が提唱する「グローバルアライアンス推進スキーム」に基づ
き、外国企業による出資参画・経営関与によって、日本企業の海
外販路の拡大やオープンイノベーションの推進が見込まれる案件
に対しては、中小機構が出資参画する「中小企業成長支援ファンド」
の活用を促進している。2018 年 4 月、第 1 号案件として組成され
たベンチャーファンド（総額約 40 億円）に、ジェトロが支援する
台湾のティー・ダブリュー・アイ・ファーマシューティカルズおよび
米ブリストル・マイヤーズ スクイブの関連会社が、中小機構ととも
に出資することで合意した。医療機器、再生医療、製薬などバイ
オ ・ヘルスケア産業を中心とした未上場の国内ベンチャー企業へ
の投資を行うことを目的として組成された。

④　外国企業と日本企業の投資提携 ～ 第 1 号案件が組成

（3）二次投資の促進と地方創生への貢献

　ジェトロは、日本に進出した外資系企業と日本企業との協業や日
本における投資拡大のきっかけ作りを目的に、企業交流会の開催
やネットワーキング機会の創出に取り組んでいる。2017 年 12 月に
は「第 2 回 JETRO Invest Japan 企業交流会」を開催し、在日外資
系企業や日本政府、地方自治体などからも関係者が多数参加した。
こうした交流会は、ジェトロの対日投資促進事業に対する外資系企
業の理解を深めてもらう機会にもなっている。近年は、スタートアッ
プなどに焦点をあてたネットワーキング機会も設けている。

① 企業間でのネットワーキングの契機 ～ 企業交流会

6ハイライト
P.43

②　外資系企業の人材確保を支援

　ジェトロは、外資系企業と外国人留学生などとの交流支援も行っ
ている。日本全体で人手不足が深刻化する中、ジェトロが実施し
た外資系企業向けのアンケート調査では、日本でビジネス展開す
る上での阻害要因の 1 位として「人材確保の難しさ」があげられた。
一方で留学生の日本での就職率は低く、政府は「2020 年度までに
留学生の日本での就職率を 5 割に引き上げる」ことを目標としてい
る。ジェトロは、2017 年 10 月、初の取り組みとして「留学生 ･ グロー
バル人材＆外資系企業交流会」を開催した。2018 年には、第 2 弾
を東京大学や東北大学と連携して実施した。いずれも多くの学生と
外資系企業が参加し、プレゼンテーションや懇談会などを通じて
交流と理解を深めた 。

7 8ハイライト
P.44

東京オリンピック・パラリンピックを契機に外国企業の招へいや地
域企業とのマッチングなどを行う「地域への対日直接投資カンファ
レンス（RBC）」も順次開催予定である。地方自治体の実践的スキ
ル向上を目的として、ジェトロと自治体が連携して企業誘致に取り
組む「チャレンジ事業」も実施する。

9 10ハイライト
P.44-45

（4）ビジネス環境改善に向けた提言

　ジェトロは、外国・外資系企業から規制改革や行政手続の改善
に関する要望を聞きとり、政府に繋げる役割も担っている。外国
企業パーソナルアドバイザー制を通じて日頃から企業とのコミュニ
ケーションをとり、ニーズの把握に努めているほか、「対日投資相
談ホットライン」や外資系企業を対象に毎年実施している「日本
の投資環境についてのアンケート調査」を通じて受け付けた相談、
照会、リクエストの内容に応じて、関係省庁との面談調整や同席
など、包括的なサポートを行っている。規制緩和が実現した最近
の事例として、コワーキングスペースでも在留資格「経営・管理」
の取得が一定の条件下で可能となる特例措置が認められた (2018
年 11 月より運用開始予定 )。

11ハイライト
P.46

　このほか、政府が 2016 年に開始した「企業担当制」（重要な投
資をした外国企業に副大臣を相談相手としてつける制度）の面談
にもジェトロは同席し、企業からの相談を経済産業省と共にフォ
ローしている。2018 年 6 月に政府が新たに創設したプロジェクト
型 「規制のサンドボックス」制度（第 2 章に詳述）についても、ジェ
トロは内閣官房に設置された政府一元的総合窓口と連携し、外国
企業向けの相談窓口を担っている。

12ハイライト
P.46
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3．2017-2018 ジェトロの対日投資促進事業ハイライト

スタートアップ向け「対日投資セミナー」を
台北で初めて開催

　2017 年 11 月、ジェトロは、台湾のスタートアップに対し、対日投資を呼びかけるセミナーを台湾で初めて開催した。
　台湾のスタートアップと海外企業との連携を通じた第三国・地域へのビジネス展開に力を入れる台湾と、グローバル市場でのビジネス拡
大を視野に入れ、国内外のスタートアップから画期的アイデアを募る「オープンイノベーション」に力
を入れる日本企業とのビジネス連携強化の必要性を PR した。
　ベンチャー育成支援を行うデロイト・トーマツ・ベンチャー・サポート株式会社の事業統括本部長
が登壇し、日本の大手企業は新しい技術やアイデアを探しており、台湾のスタートアップにも大きな
ビジネスチャンスがあることや、台湾のスタートアップが日本におけるビジネスで成功を収めるため
のポイントなどを発信した。日台企業連携の好例として、IoT を用いたスマート電力機器メーカーの
ネクストドライブが日本の大手 IT 企業と連携した事例などを紹介した。

ゴルフェイスによる Skype を利用した
遠隔講演

セミナー @ 台湾1

「日加イノベーションパートナーシップフォーラム」開催 
- 日加双方向の投資促進に関する MoC を再締結

　2018 年 5 月、ジェトロは日本とカナダの修好 90 周年を記念して、カナダのトロントにおいて、「日加イノベーションパートナーシップ
フォーラム」を開催した。カナダ企業と日本企業によるイノベーション分野での連携と、それに続く日本でのビジネス展開をテーマに、
対日投資とイノベーション交流を融合したイベントとなった。
　ジェトロは、AI・ディープラーニング、自動運転の分野で注目を集めるカナダ企業と、高度な製
品開発力を持った日本企業との提携の重要性を訴え、日加企業の連携を促した。また、既に日本
でビジネス展開しているカナダ企業 3 社が日本でのビジネスのメリットと留意点について講演した。
　フォーラムでは、カナダ・グローバル連携省とジェトロの間で双方向の投資促進を目的に、イノベー
ション分野を新たに追加した MoC（協力覚書）の再締結式が執り行われた。

Timothy Sargent 国際貿易次官と前田理事

フォーラム＠カナダ3

　2018 年 3 月、ジェトロは、IT 企業や製薬企業の集積地ハイデラバードと、インドのシリコンバレーといわれるベンガルールで、日印企業のパー
トナーシップ拡大とインド企業の日本進出を呼びかけるセミナーを開催した。最先端の IT 技
術を有するインド IT 企業と、ものづくりや製品技術に強みをもつ日本企業が連携すれば、革
新的な製品やサービスでグローバル展開が可能であることを発信した。
　セミナーでは、日本に拠点を設立し、日本企業と鉄道信号機の遠隔監視システムを共同開
発するインドの IT 企業が登壇した。ベンガルールでは、両国のベンチャーキャピタル（VC）
の関係者が交流。一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会理事を講師に、日本における
VC の投資額と IPO（株式公開）数が年々増えていることを発信、インド系スタートアップの日
本進出に対する関心を喚起した。

Q&A セッションの様子（ベンガルール）

セミナー @ インド2
インドで IoT 分野に焦点をあてた

「日印ビジネスパートナーシップ・セミナー」開催

HIGHLIGHTS
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「ジェトロ・グローバル・アクセラレーション・ハブ」事業開始

図表 5-12　ジェトロ・グローバル・アクセラレーション・ハブ　設置箇所
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　イノベーションの担い手としてスタートアップへの注目が世界的にも高まっていることを受け、2018 年 6 月、経済産業省の主導で官
民連携によるスタートアップ集中支援プログラム「J-Startup」が創設された。その一環として、世界 12 カ所で双方向のスタートアップ
を支援する「ジェトロ・グローバル・アクセラレーション・ハブ」事業が開始した。海外事務所を通じて現地のアクセラレーターなどと
連携し、① 日系スタートアップの現地進出・マッチング支援（アウトバウンド）② 日本展開に関心のある現地有望スタートアップの発
掘（インバウンド）を実施する。

新事業 : スタートアップ支援5

第 2 回「JETRO Invest Japan 企業交流会」を開催

　2017 年 12 月、ジェトロは、第 2 回目となる外資系企業交流会を開催した。外資系企業と日本政府・自治体・ジェトロとの相互交流を深め、
日本における新たなビジネス展開促進を図ることを目的としている。ジェトロが発刊した「ジェトロ対
日投資報告 2017」の紹介を通じ、対日投資促進事業に対する在日外資系企業関係者の理解を深め
る契機にもなった。交流会には 208 名（外資系企業 105 社 131名、在日各国大使館・外国政府機関・
関係省庁・地方自治体等 77 名）が参加し、積極的な情報交換が行われた。
　ネットワーキング・セッションでは、「さまざまな分野の企業と交流できて、日本でのネットワークを
さらに広げることが出来た」「自治体やジェトロの方と話す機会があって良かった」「ジェトロ職員に声
をかけたら、会いたかった企業の関係者を紹介してくれた」などの声が聞かれた。

ネットワーキングの様子

企業交流会＠東京6

｢イタリアン イノベーションデー2018」開催

　2018 年 5 月、ジェトロはイタリア大使館との協力の下、イタリアのスタートアップと日本企業・ベン
チャーキャピタル（VC）とのマッチング機会を提供するイベントを初めて開催した。
　海外スタートアップ事情に知見を有する民間企業（NTT データ）との協力の下、日本における事業
化の期待度が高いスタートアップを選定。医用生体工学、健康管理やドローン用の人工知能などの分
野で活躍するイタリアの革新的なスタートアップ約 10 社によるピッチ（事業内容の発表）を行い、日
本の参加者との交流会および個別ミーティングを行った。同イベントには日本企業・自治体・VC など
162 名が参加した。

スタートアップ企業によるピッチ

ビジネスマッチング＠東京4
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地域への対日直接投資をワンストップ支援するサポートプログラム

　ジェトロは、2018 年 5 月、「地域への対日直接投資サポートプログラム」を開始した。地域の強みを生かして外国企業を誘致したい
地方自治体などが対日投資誘致にかかるさまざまな施策を有効活用できるよう、関係府省庁と連携してワンストップで支援する。依頼
があった自治体に対し、誘致計画の策定段階からサポートやコンサルテーションを実施し、地域に適した外国企業を紹介するなどする。
　2018 年 10 月現在、24 自治体が支援対象となっている。

地域への投資誘致

図表 5-13　地域への対日直接投資サポートプログラム

地方自治体

対日直接投資推進会議　構成省庁
対日直接投資総合案内窓口　設置省庁

外資誘致の
戦略策定を

したい
問い合わせ

相談

内閣官房、内閣府、公正取引委員会、
金融庁、総務省、法務省、外務省、
財務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省

国内事務所

外国企業向け
の PR 資料を
作成したい

外資誘致に
役立つ国の
施策を教え

てほしい

9

留学生・グローバル人材＆外資系企業交流会を初開催

　2017 年 10 月、ジェトロは在日外資系企業と在日外国人留学生などとの交流会を初めて開催した。
多くの外資系企業が日本におけるビジネスの阻害要因として「人材確保の難しさ」を指摘する中、
外資系企業とグローバル人材が接点を持つ場を提供する目的で、一般社団法人留学生支援ネット
ワークとの共催により開催した。
　交流会には学生 239 名（うち留学生 109 名）、外資系企業 66 社 117 名が参加した。外資系企業
によるショートプレゼンテーション（ピッチ）や、外資系企業がブースを設けるスタイルのポスターセッ
ションを通じて、両者が理解を深める機会となった。

企業と学生の交流会＠東京7

ポスターセッションの様子

大学とも連携して留学生＆外資系企業交流会を開催
企業と学生の交流会＠東京、東北

　2018 年 6 月、ジェトロは東京大学、東北大学と連携して、留学生と外資系企業との交流会をそれぞれ開催した。（ジェトロと東北大学は、
日本経済の発展と国際的に活躍する人材育成を目指した包括的連携推進協定も結んでいる。）
　今回は、外資系企業から特にニーズの高い、理系の学生を中心に交流の機会を設けた。東京大学で開催した交流会では、外資系企業34 社、
学生 234 名が参加、東北大学で開催した交流会では外資
系企業 13 社と学生 106 名が参加した。
　参加企業からは、優秀なエンジニア専攻の学生と出会
え、自社の技術を説明できたことや、学生とのフランクな
コミュニケーションをもち、相互理解に繋がる機会となっ
たことに対する評価の声が聞かれた。

東北大学でのイベント東京大学でのイベント

8

HIGHLIGHTS



45

5  ジェトロの対日直接投資促進事業

5

Invest Japan Report 2018

地域への対日直接投資カンファレンス（RBC）開催（第一弾として 4 件を採択）

　2019 年の G20 やラグビーワールドカップ、2020 年のオリンピック・パラリンピック東京大会などの開催により日本に対する国際的
な注目が高まる機会を捉え、ジェトロは 2018 年から 2020 年にかけて「地域への対日直接投資カンファレンス（RBC）」を順次開催す
る。ジェトロと経済産業省の支援により地方自治体が外国企業の招へい、サイトビジット、首長によるトップセールス、地域企業とのマッ
チングなどを行い、地域の魅力的なビジネス環境を世界に向けて発信する。公募の結果、2018 年度は第一弾として福島県、茨城県、
福岡県、大阪市が開催地として選定されている。

地域への投資誘致

図表 5-14　RBC 2018 年度 開催予定地

10

福岡県

テーマ
IoT 関連産業

（スウェーデン・フィンランド）

開催時期 2018 年 10 月 16-18 日

概要

・ IoT 関連の高度な技術力を
持つ企業の集積をアピール

・ スウェーデン・フィンランド
企業を招へいし、首長等に
よるトップセールス、関係
機関・施設の視察、地元
IoT関連企業とのマッチング

（モノづくりフェア 2018 内）
等を実施

茨城県
テーマ R&D 拠点（欧米予定）

開催時期 2019 年 2 月 19-20 日

概要

・ 国の研究機関の約
1/3 が集まるなど、イ
ノベーションを生み出
すことのできる充実
した研究開発環境を
アピール

・ 首長等によるトップ
セールス、関係機関・
施設の視察、地元企
業とのマッチング等
を実施予定

大阪市

テーマ
スタートアップエコシステム

（アジア・欧米）

開催時期 2019 年 3 月 12-14 日

概要

・ スタートアップエコシステムや
起業環境をアピール

・ 国際イノベーション会議　
Hack Osaka 2019 に合わせ、
アジア・欧米のアクセラレー
ター・VC を招へい。首長等
によるトップセールス、海外
スタートアップ・在阪企業との
マッチング等を実施予定

福島県

テーマ
医療関連産業

（ドイツ・タイ）

開催時期 2018 年 10 月 16-19 日

概要

・ 医療機器関連企業の集積や手
厚い研究支援環境をアピール

・ ドイツ・タイの企業を招へいし、
首長等によるトップセールス、
地元企業や関係機関、支援施
設の視察、地元企業とのマッチ
ング ( メディカルクリエーション
ふくしま 2018 内）等を実施

（写真は昨年度の関連事業より）

メディカルクリエーション
ふくしま 2018 の様子

安川電機訪問の様子

HIGHLIGHTS



46Invest Japan Report 2018

5

プロジェクト型「規制のサンドボックス」制度の外国企業向け窓口機能を設置 規制緩和

　ジェトロは、2018 年 6 月に政府が新設したプロジェクト型「規制のサンドボックス」制度の外国・外資系企業向け相談窓口を担う
ことになった。同制度は、企業がプロジェクトベースで革新的な技術やビジネスモデルの実用化の可能性を実証し、得られたデータ
を規制の見直しにつなげる取り組みである。内閣官房に設置された政府一元的総合窓口と連携しながら、外国・外資系企業による
同制度の活用を促進し、イノベーション創出につなげる。

図表 5-15 プロジェクト型「規制のサンドボックス制度の窓口機能

外国 / 外資系企業

相談

連携

検討要請

ジェトロ

内閣官房

主務省庁

新技術等実証制度（プロジェクト型「規制のサンドボックス」）
第 4 次産業革命に向けて、AI、IoT、ブロックチェーン等の革新的な技術やビジネスモデルの実用化の可能性を検
証し、実証により得られたデータを用いて規制制度の見直しにつなげる制度。

「〇〇法の規制のため、現在の規制では事業化できないように見える。どう
やって事業化するか・・・」

ジェトロが外国 / 外資系企業の窓口として、国内外の担当者による「規制の
サンドボックス制度」の紹介を行うとともに、内閣官房への連絡を実施。

内閣官房新技術等社会実装推進チームが一元的窓口として、各主務省庁との
調整や申請書作成サポートを実施。

実証計画の認定。事業者による実証実験終了後、実証結果に基づき規制制
度の見直しを検討。

12

ジェトロが政府に要望を伝え特例措置適用
～ コワーキングスペースでも在留資格取得可能に 規制緩和

　これまで、外国人経営者が在留資格「経営・管理」を取得する際、原則として、コワー
キングスペースやシェアオフィスは「事業所の確保」の要件に適合しないとされてきた。
しかし、昨今、働き方やオフィスの在り方が多様化する中で、事業所要件の緩和を求
める外国企業のニーズが高まっていた。
　外国企業パーソナルアドバイザー制による支援の一環としてジェトロが政府に要望を
伝えた結果、一定の要件を満たしたジェトロの支援企業は、特例措置としてコワーキン
グスペースでも同在留資格の取得が可能となった（2018 年 11 月より運用開始予定）。

11
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政府の取り組みとジェトロ対日投資促進活動　16 年間の変遷

2003 年

1 月 「2001 年末の対日直接投資残高から 5 年間で倍増する」政府目標を設定

5 月
Invest Japan のスローガンを掲げ、関係府省庁に「対日直接投資総合案内窓口」（Invest Japan Offi  ce）を設置
ジェトロに「対日投資・ビジネスサポートセンター」を設立（対日投資に関する情報のワンストップ・センター）

2006 年 3 月 「2010 年末に対日直接投資残高をＧＤＰ比でさらに倍増（５％程度）にする」政府目標を設定

2007 年 5 月 会社法の「合併等対価の柔軟化」（三角合併）の規定施行

2010 年 6 月 「新成長戦略」閣議決定（「ヒト、モノ、カネの日本への流れ倍増」を目標に設定）

2011 年

1 月 アジア拠点化立地補助金を創設（ジェトロに事務局を設置）

8 月 総合特別区域法を施行（地域における税制・規制緩和などの特例措置により産業を集積）

12 月
東日本大震災復興特別区域法を施行（被災地への投資に対する税制・規制緩和等のインセンティブ）

「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」決定
高付加価値拠点の増加、外資系企業による雇用者数倍増などについて目標を設定

2012 年
4 月 法人実効税率の引き下げ（40.69% → 38.01%）

5 月 高度人材に対するポイント制による出入国管理制度の優遇を開始

2013 年 6 月
「日本再興戦略」を閣議決定（「2020 年における対内直接投資残高 35 兆円」を目標として明記

ジェトロにおける産業スペシャリスト機能の強化、対日投資相談ホットラインについて記載）

2014 年

3 月 復興法人税を廃止（法人実効税率 38.01% → 35.64%）

4 月 対日直接投資推進会議発足

6 月 「日本再興戦略」改訂 2014 を閣議決定（在外公館とジェトロの連携、地方自治体の誘致支援を明記）

2015 年

3 月
第 2 回「対日直接投資推進会議」を開催
安倍首相が、外国人のビジネスや生活環境を改善させる「５つの約束」を発表

4 月 国家戦略特区の東京圏下に、｢東京開業ワンストップセンター (TOSBEC)｣ 開設（ジェトロ東京本部内）

6 月
｢日本再興戦略｣ 改訂 2015 を閣議決定

（在外公館・ジェトロ・自治体の連携による広報・情報発信の強化、重点分野へのプロモーション）

9 月 強い経済、子育て支援、社会保障に重点を置いた、｢新 3 本の矢｣ を発表

2016 年

2 月 グローバルイノベーション拠点設立等支援事業（補助金）を創設（ジェトロに事務局を設置）

4 月
法人実効税率の引き下げ（32.11％→ 29.97％）
第 3 回「対日直接投資推進会議」を開催
海外から日本に重要な投資をした企業に対し副大臣等を相談相手につける「企業担当制」が始動

5 月
第４回「対日直接投資推進会議」を開催、「グローバル・ハブを目指した対日直接投資促進のための政策パッケージ」
および「規制・行政手続見直しワーキング・グループの設置」を決定

6 月 「日本再興戦略 2016」を閣議決定（ジェトロの体制強化を通じた個別案件への営業と支援の強化）

2017 年

4 月
「規制・行政手続見直しワーキング・グループとりまとめ」を決定
「日本版高度外国人材グリーンカード」の創設

5 月 第 5 回「対日直接投資推進会議」を開催

6 月 「未来投資戦略 2017」を閣議決定（ジェトロに「外国企業パーソナルアドバイザー制」を導入）

2018 年

4 月 法人実効税率の引き下げ（29.97％→ 29.74％）

5 月 第 6 回「対日直接投資推進会議」を開催、「地域への対日直接投資サポートプログラム」を決定

6 月
プロジェクト型「規制のサンドボックス」制度の創設

「未来投資戦略 2018」を閣議決定（ジェトロと関係府省庁による地方公共団体等への外国企業誘致活動支援を明記）



セールスフォース（米国）

テレワーク拠点を和歌山県白浜町に設置。
商談件数・契約金額が東京の実績を上回り、生産性向上を実証。

オネストビー（シンガポール）

シェアリング型の買い物代行サービスにより、子育てや介護で
働きに出にくい方や学生などに対して柔軟な雇用機会を提供。

多様な働き方を促進
新たなビジネスモデルや生産性向上への取り組みを通じて

GE ヘルスケア（米国）

アナログ・デバイセズ（米国）

工場内でビーコンセンサーを作業者、機材、設備に取り付け、
取得したデータを解析。工数削減、製造工程のムダ排除など
につなげる。

イチゴ農園の温室内に環境データを自動計測するセンサーを
設置し、モニタリング。農作業のスマート化につなげる。

生産性の向上で課題を解決
IoT やビッグデータを活用し、日本の社会課題解決に貢献

Ctrip International Japan（中国）

2017 年の中国人訪日客 735 万人のうち、同社のオンライン旅
行サービスの取り扱いシェアは約 50%。

SCOOT（シンガポール）

成田、関西、新千歳に就航

春秋航空（中国）

羽田、関西、名古屋等に就航

訪日外客数の推移

2013

20,000

0

40,000
( 千人 )

2014 2015 2016 2017

インバウンドの拡大への貢献
エアライン就航やオンラインサービスで訪日外客数増に貢献

VIPSHOP（中国）

JD.com（中国）

調達拠点と物流センターを設置。日本の地域に根差した「隠
れた『いい物』」を中国で販売することで、日本の地域活性化
につなげる。

日本製品の調達と日本企業との直接取引強化のため、東京に
日本法人を設立。日本の生鮮食品の中国への販売を開始。

中国からの訪日観光客による買い物総額と
中国による日本からの越境 EC 購入額比較

0
2015 2016

2,000

6,000

10,000

14,000
( 億円 )

1 兆円を
超過

2017

インバウンド消費
越境 EC

地域産品の輸出促進に貢献
外資系 EC（電子商取引）企業が日本企業の海外販路開拓に貢献

日本経済に貢献する外資系企業
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日本経済に貢献する外資系企業

マイクロンテクノロジー（米国）

テラダイン（米国）

広島に同社の日本最大の拠点があり、技術開発、製造、テス
ト等の機能を有する。

2016 年の熊本地震で熊本の製造・開発拠点が大破するも工
場敷地内外に移り稼働を継続。2018 年 1 月、新建屋が完成。

地域経済の活性化
製造拠点や開発拠点を設置し、地域の雇用を支える

プラグ アンド プレイ ジャパン（米国）

スタートアップ企業向けに支援プログラムを提供。スタートアッ
プを世界に送り出し、海外のスタートアップを日本に迎える拠
点となることを目指す。

イノベーションを生み出すプラットフォーム
ベンチャー企業支援でイノベーション創出に貢献

シーメンス（ドイツ）

NTQ Solution（ベトナム）

日本企業のエイ・シー・ティーと共同開発で PC セキュリティ製
品を完成。ユーザーに意識させることなく PC のログイン・ロ
グオフを自動で行う。

京都大学が実施する iPS 細胞によるパーキンソン病治療の臨
床試験に、同社の最新撮像技術を活用した新モニタリング手
法を組み合わせる共同研究を実施。

日本企業、大学との協業で
イノベーション創出

互いの強みで補完し合い、新技術・製品を開発

CO2 削減、再生可能エネルギー推進
日本の電力事情の改善と CO2 排出量の削減に貢献

シエル・テール（フランス）

エルゴ サン ジャパン（イタリア）

埼玉県桶川市の貯水池を活用した日本初のメガ水上太陽光発
電にフロート架台及びアンカー技術を提供。日本 90 カ所に事
業化実績。

埼玉県秩父市において 1MW 規模の太陽光発電所の建設を完
成し、稼動を開始。地方自治体の公共入札で落札した初めて
の外資系企業。

「日本経済に貢献する外資系企業」「地方経済に貢献する外資系企業」（ジェトロ）より作成。
詳細 ➡ https://www.jetro.go.jp/invest/reference.html
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ジェトロ　海外事務所

ジェトロ　国内事務所国内

▲

海外

▲

[ 世界に広がるジェトロ・ネットワーク ]

日本貿易振興機構（ジェトロ）
対日投資部　対日投資課
〒 107-6006　東京都港区赤坂 1-12-32　アーク森ビル 6 階
TEL: 03-3582-5234	 FAX: 03-3505-1990

www.investjapan.org

本書で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本書で提供した内容に関連して、
ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。

2018 JETRO　無断転載を禁じます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2018 年 11 月
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